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ユーリーグ株式会社との合弁会社設立に関するお知らせ 
 
 

株式会社ジー・モード（本社：東京都渋谷区、代表取締役社長：宮路 武、以下「ジー・モード」と

いう）ならびにユーリーグ株式会社（本社：東京都新宿区、代表取締役社長：黒坂 勉、以下「ユーリ

ーグ」という）は、平成 20 年 3 月 3日付で締結した業務提携契約に基づき、本日、両社間で合弁契約

を締結し、モバイル･エンターテイメント･アドバタイジングの企画・開発・販売ならびにその周辺事業

を行う合弁会社を共同出資により設立することで合意いたしましたので、下記のとおりお知らせいたし

ます。 

記 

１．合弁会社設立の理由 

当社は、「携帯電話ゲーム No.１カンパニー」として、これまでに培った高度な携帯アプリ開発力

と広告を融合したモバイルセールスプロモーション事業を展開しており、4年連続でモバイル広告 

大賞を受賞するなど、モバイルプロモーション市場におけるパイオニアとしての地位を確立してお 

ります。 

一方、ユーリーグは、50代以上の生きかた、暮らしかたを応援する年間定期購読誌 「いきいき」

を中心とした会員コミュニケーションと通販事業を通じ、卓越した商品企画開発力と強大なシニア 

会員組織力を有しております。     

今回の合弁会社設立により、当社が培ってきたモバイルセールスプロモーション事業のノウハウと

ユーリーグが有する強大な顧客基盤とマーケティング力を最大限に活用し、ワン・トゥ・ワン・マー

ケティングの確立を目指す企業を中心に、携帯電話による付加価値の高い広告販促サービス「モバイ

ル･エンターテイメント･アドバタイジング」を積極的に展開してまいります。 

 
２． 設立の方法 

当該合弁会社は、平成 20 年 3 月 21 日に公表した、ユーリーグの子会社である「いきいき計画研 

究所株式会社」の第三者割当増資を当社が引き受けて資本参加し、併せて社名変更を行うことによ 

り設立いたします。これにより、当該合弁会社は当社の持分法適用関連会社となる予定です。 

 

３．合弁会社の概要  

(１)商 号  エージ ウェイブ株式会社  

(２)本 店 所 在 地    東京都新宿区神楽坂 4-1-1 

(３)設 立 時 期  平成 20 年 4 月 1日(予定) 

(４)主な事業内容    モバイルセールスプロモーション事業、その他周辺事業 



(５)資 本 の 額  20 百万円  

(６)出 資 比 率  ジー・モード 50%、ユーリーグ 50% 

(７)役 員 構 成   代表取締役社長 黒坂 勉  (ユーリーグ株式会社 代表取締役社長) 

            取締役          石原 義彦 (当社取締役副社長) 

取締役     小熊 利章 (ユーリーグ株式会社 いきいき事業本部長) 

取締役          梅津  秀樹 (当社コンテンツ営業部長) 

監査役          小松澤 仁  (ユーリーグ株式会社 監査役) 

(８)事 業 計 画                             (単位：百万円) 

 平成 21 年 3 月期 平成 22 年 3 月期 平成 23 年 3 月期

売 上 高 220 400 800

売 上 総 利 益 139 250 470

営 業 利 益 20 60 160

 

４．合弁契約先の概要 

(１)商 号   ユーリーグ株式会社 

(２)主な事業内容  出版・通販・情報サービス 

(３)設 立 1989 年 5 月 

(４)本 社 所 在 地  東京都新宿区神楽坂４－１－１ 

(５)代 表 者 黒坂 勉 

(６)資 本 金 3,260 万円 

(７)売 上 高     166 億円(平成 19 年 3 月期) 

(８)当社との関係  資本関係：ユーリーグは当社発行済株式総数の 18.66％(21,116 株)を保有する

主要株主であります。 

人的関係：該当事項なし 

取引関係：業務提携先であります。 

 

５．今後の日程 

平成 20 年 3 月 31 日      合弁契約書締結  

平成 20 年 4 月 1 日(予定)  エージ ウェイブ株式会社設立   

 

６．今後の見通し 

当該合弁会社の実質的な営業開始は平成 20 年 4 月以降であるため、当社の平成 20 年 3 月期連結業

績に与える影響はございません。今後、具体的内容を検討する過程で本件が業績に重要な影響を及ぼ

すことが明らかとなった場合には適時開示いたします。 

以 上 

 


